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１．戦争法案成立にかかわっての立憲主義に対する知事の認識について 

 

渡辺ゆり子委員 

 日本共産党の県議団渡辺ゆり子です。 

 師走に入りました。低所得者の朗報。福祉灯油の実施が表明されました。その他にも様々

な県民要望があります。皆さんの声を代弁し、課題解決・提案も含めて質問をさせていた

だきます。真摯な答弁をよろしくお願いします。 

 

 まず初めに、9月 19日「安全保障関連法」いわゆる戦争法が成立しました。憲法 9条が

禁ずる国際紛争解決のための武力行使を可能にするもので憲法違反は明らかです。内閣と

国会による立憲主義の否定であり、法成立後も反対の声、戦争法廃止を求める声が続いて

います。 

 この危険な法が発動されれば、南スーダン PKOでは来年にも自衛隊の駆けつけ警護任務

の計画があり、また、昨年は断った IS空爆実施の米軍に対する軍事支援の要請も OKとな

らざるをえないのではないか。まさに日本が紛争当事国となり、自衛隊が殺し殺される危

険、日本がオリンピック開催を前後してテロの標的にされる恐れが高まっている切迫感が

あります。一刻も早く悪法を廃止すべきです。 

 憲法は、国民が権力者に縛りをかけるものであり、この憲法のもとで最高機関の国会が

あり内閣が執行しています。現在の事態は内閣・政権が暴走し、国会を飛び越えアメリカ

で法成立を約束し、国会での憲法違反との指摘に対しても、まともに答えられず法案成立

を強行し、立憲主義を否定するものにほかなりません。TPP 大筋合意についても国の主権

にかかわる内容を国会の議論もせずに行いました。安保法、戦争法への賛否かかわらず、

多くの方が、こういう暴走を異常な事態だと感じて声をあげています。政治の土台となる

ルールを勝手に破壊するのは、多数決ではなく、多数横暴に他ならないと考えますが、知

事は現状をどう認識されていますか。お聞きをさせていただきたいと思います。 

 

吉村知事 

 立憲主義、民主主義そういったことについての考え所感を求められているのかと思って

おります。立憲主義というのは国家権力の行使を憲法に基づいて行わせるという考え方で

ございます。この考え方は歴史的に見て国民の側から絶対君主の権力行使を制限しようと

する中から生み出されてきたものであり、国家権力は憲法によって権限を与えられ国家権

力の行使は憲法により制限されることとなります。このことにから立憲主義による憲法で

は、国家権力を制限することにより個人の自由を保障するという考え方を基本理念として

おります。一方で民主主義ですけれども、国民が主権を保持して、国民が自ら権力を行使

する政治形態を指すものとされています。 

 民主主義では意思決定を行うにあたって、多数決の原則がとられておりますが、その際



には少数者の意見や権利を尊重することが求められているところであり、そのためにも議

論を十分行って丁寧に検討を重ねていくことが大切だと思っております。 

 立憲主義と民主主義はどちらも個人の尊重に最大の価値を置くものでありまして、権力

を行使するにあたって順守されなければならないという考え方だと思っております。平和

安全法制ということでお話がございましたけれども、今年 9 月に国会で可決、成立し、我

が国の防衛・安全保障に関する方針が大きく見直されることとなったわけでありますが、

法案成立の過程におきましては、合憲だ、違憲だ、それぞれの立場から様々な見解が表明

されて、国民の理解が十分に得られていないとの指摘もあったところでございます。 

 安倍首相も法制成立後の記者会見で国民の理解がさらに得られるよう政府として丁寧に

説明する努力を続けていきたい旨の発言をされているところでございます。 

 私としましては国民の理解が深まるよう引き続き丁寧に説明することが大変大事だと思

っておりますので、そういった面でしっかり取り組んでいただきたいと思っているところ

でございます。 

 

渡辺ゆり子委員 

 国民への説明が全くなっていないとの話でしたけれども、私はまさに憲法違反に他なら

ない異常な事態だとの認識でおります。異常な事態を一刻も早く正常に正さなければなら

ないと思っております。そのために力を尽くしていきたいと思います。知事ありがとうご

ざいました。またあとで質問させていただきます。 

 

２． TPP 交渉（環太平洋連携協定）について 

１) まだ「最終合意」されていない、TPP 発効の要件は 

 

渡辺ゆり子委員 

続いて TPPの問題に移りたいと思います。 

10月 5日、アトランタで開かれた TPP閣僚会議は大筋合意を発表しました。 

TPP 交渉（環太平洋連携協定）の最大の特徴は、すべての関税を撤廃し貿易の自由化を

目指す点で、物品だけでなく、国民生活や社会を守るための制度・仕組みについても、国

をこえた企業活動の「非関税障壁」として規制緩和や撤廃を迫っていることです。様々な

分野からの声が聞こえきますが、特に農業関係者から大きな怒りと不安の声が寄せられて

います。「十分な情報提供もせずに国会での議論もなしに勝手に大筋合意したのは許せない

し、大筋合意の内容にも納得していない」「交渉経過、内容を明らかにして徹底的に検証し

てほしい」との声です。 

まず、確認させていただきたいと思いますが、「大筋合意した」とされていますが、最終

合意したのか、文書はだされているのか「今後協議する、つめていく」の文言が多いとも

報道されています。決着していないと思うが今後の国内手続きや TPPの発効要件はどうな



っているのか。その見通しはどうなるのかお聞きしたいと思います。 

企画調整部長にお聞きします。 

 

高橋企画振興部長 

TPP協定の合意の発効に向けました今後の見通しとのことでございます。TPP協定につ

きましては、10 月 5 日の大筋合意までに必要な交渉はすべて終えている整理になっている

とお聞きしています。大筋といいますのは、いま各国において合意された協定文につきま

して各国の法律と矛盾がないか等の最終的な確認作業が行われている意味で大筋合意だと

聞いているところでございます。 

政府の説明によれば、この確認作業は年明けの 1 月頃に終了しまして、その後 2 月以降

に参加 12か国による署名が見込まれると聞いてございます。協定の発効に向けましては協

定書への署名を経て、各国の議会での批准手続きが完了することにより、発効することに

なります。発効はすべての参加国で批准を完了してから 60日後とされていますが、署名後

2 年を経過してもすべての参加国での批准が完了しない場合には、参加国全体の GDP の

85％以上を占める 6 か国以上が批准を完了してから 60 日後に発効するとされております。

今後来年 2 月にも各国が協定に署名し、各国の議会における批准手続きが始まることが見

込まれていますが、日本政府では年明けに召集されます通常国会の会期中に批准手続きの

完了を目指す方針と報じられております。一方、米国議会での審議は、米国内への影響分

析レポートが公表される来春以降に開始される見通しとお聞きしておりますが、来年 11月

の大統領選挙後まで議会審議が棚上げされるのではないかとの可能性の報道もあると聞い

ております。発効時期につきましては 10月 9日の農林水産省の説明会において、署名から

2 年以内に 12 か国すべてが批准するのが現実的には難しいのではないかと言われており、

この場合、協定の発効は平成 30年 4月以降になるのではないかとの説明会での見解も示さ

れておりますので、引き続き情報収集に努めてまいりたいと考えております。 

 

渡辺ゆり子委員 

 今、答弁があったように TPP の交渉これから国内手続き、批准、国会承認があります。

それから各国での国内手続きもありますし、先ほど部長がお話ししましたように GDP85％

の 6 か国以上の要件になっておりますので、まさに今からだと。先行きもアメリカの状況

それから、日本の国会で承認されるかどうか。そういったことが重要な鍵になってきます

ので、まさに今からどういう状況になっていくかがカギだということを強調しておきたい

と思います。決着ではありません。これから日本での議論の状況、アメリカでの議論の状

況が重大だということを確認させていただきます。部長ありがとうございました。 

 

 



２)  県としても国会決議順守せよ。この立場を貫くべき 

 

渡辺ゆり子委員 

 続きまして知事にお伺いしたいと思いますけれども、国会決議との整合性です。国会決

議では米や麦、牛肉、豚肉、乳製品、甘味資源作物の重要 5項目は聖域として除外または 

再協議となっています。大筋合意では重要 5 品目 586 のうち 174 品目、3 割の関税撤廃を

約束しました。米は輸入枠を拡大します。全く説明がつきません。国会決議では国の主権

を損なう ISD 条項には合意しないとなっていますが、今回日本政府は合意しています。投

資家や大企業の利益のために国や自治体の規制やルールさえ変更を迫られる恐れが出てい

ます。国会決議では交渉により取集した情報は国会に速やかに報告することや国民への情

報提供と幅広い国民的議論を行うようにすることも挙げられています。今回は秘密交渉で

大幅に譲歩した大筋合意の全容も明らかにせず、政府が情報を独占したまま急いで総合的

な TPP関連政策大綱を決めました。臨時国会も年内には開会しない意向で極めて不当です。

国会決議には交渉にあたって農林水産分野の重要 5 品目など聖域確保できない判断した場

合は脱退も辞さないものとあります。その項目もあります。TPP 大筋合意について国会決

議との整合性をどう認識されているのか。国会決議に反する TPP大筋合意は認められない

撤回せよ。「調印批准するな」の声が上がっています。 

 県としても国会決議順守せよ。この立場を貫くべきだと思います。国会の議論は今から

です。これまで県も県議会も再三再四、国会決議順守せよ。これを要請してまいりました。

県としてもこの立場を堅持して続けていくべきだと思いますけれども、知事にお伺いした

いと思います。 

 

吉村知事 

 国会決議との関係に係る所感ということだと思います。本県では政府の TPP交渉参加の

決定来、北海道東北知事会や全国知事会と連携しまして、衆参両院、農林水産委員会の決

議を順守し、毅然とした姿勢で交渉に臨み、国民への十分な情報提供との説明を行うとと

もに重要品目の関税維持などにより、我が国の農林水産業の持続的な発展が図られるよう

万全の対応を行うことなどを政府に求めてきたところでございます。また、県が毎年度行

っている政府の施策等への提案の中におきましても、衆参両院の決議を踏まえ、同様の趣

旨の提案を行ってきたところでございます。こうした中で、米、牛肉、豚肉などの重要 5

項目につきましては、これまで関税撤廃したことはない 586 にも及ぶ細目の全品目が交渉

対象となり、大筋合意ではこれらの品目のうち輸入実績のない、あるいは少ないものなど

174 品目の関税が撤廃され、残りの 412 品目は関税が残される維持または削減になりまし

た。関税が残る品目もその仕組みは大変複雑でありまして、例えば本県の基幹品目であり

ます米でございますけれども、アメリカとオーストラリアに無関税の国別輸入枠が設定さ

れますが、その枠外は現行関税の仕組みが維持されます。また、牛肉、豚肉では関税の撤



廃は回避されますが、セーフガードの仕組みが残される形で段階的に大幅に削減されるこ

ととなっております。 

一方、国会決議では、重要 5 項目につきまして引き続き再生産と可能となるよう除外、

または再協議の対象となるようすること。10 年を超える時間をかけた段階的な関税撤廃も

含め認めないことなどを政府に求めております。 

確かに大筋合意の内容は本県の基盤産業であります農林水産業、特に畜産分野に大きな

影響を及ぼすことが懸念されますので、本県として直ちに納得できるものではございませ

んが、国会決議に沿っているかどうかにつきましては、細目である品目ごとの具体的な合

意内容や懸念される影響の程度やそれぞれ異なっていたり、また、この決議に含まれる文

言の趣旨や詳細な意味など具体的な解釈やはっきりとした判断基準がない中で、一概にど

ちらであるか評価することはなかなか現実的には難しいことであると考えております。 

この問題につきましては本決議や採択された国会の場においてしっかりと議論していた

だきたいと思っておりますし、政府におかれては重要 5 項目はもとより、農林水産分野に

つきまして、攻めと守りの両面から生産分野の声にしっかりと十分に耳を傾けていただい

て、万全な対策を講じていただきたいと考えているところでございます。 

 

渡辺ゆり子委員 

 国会決議に整合しているかどうかは、国会でしっかりと検証していただきたいと思いま

すし、それは十分にやっていただきたいというのが多くの方々の思いでもあると思います。

しかし、現状では農家の方々からは、まさに国会決議違反ではないかとか、将来展望が持

てない。この間、県が行った説明会でもそういった声が届いております。そういった声を

しっかり届けて、これまで県が堅持していた多くの方々も要望していた、国会決議まもれ 

この声を最後まで、堅持して県としても頑張っていただきたいどうでしょうか。 

 

吉村知事 

 これまでも TPP、多くの県民が不安を持っているわけでございますので、不安を払しょ

くできるように、いろんな攻めと守りや法的なものにきちんと対応する一方で、輸出など

の攻めることにもしっかりと対応できるように、万全な対策をしていただくということを

しっかりと政府に働きかけていきたいと思っております。 

 何よりも県民の皆様の声が大事だと思っておりますし、その実情をしっかりと私共、目

配りといいますか情報を中央に上げていく役割持っていると思いますので政府にも働きか

け、県としてもできる限りの政策を行って行きたいと思っております。 

 

渡辺ゆり子委員 

 しっかりと県民の皆さんの不安のお声を届けていただいて、最後まで「国会決議守れ」

を堅持していただきたいと重ねて申し上げておきます。 



 

３．子どもの権利条約に対する知事の認識について 

 

渡辺ゆり子委員 

続いて子どもの権利条約について取り上げます。唐突だと思われるかもしれませんけれ

ども、子どもに関する施策すべてにかかわっている。そして地方政府も中央政府もかかわ

っていることで取り上げております。日本もこの子どもの権利条約批准しておりますけれ

ども、第 3 条で子どもの最善の利益が第一義的に考慮されるとしております。子どもに関

するすべての活動にわたって総合的に取り上げて規定して、全体として中央政府のみなら

ず地方政府、行政機関、広く責任を果たすことを求めています。 

国連子どもの権利委員会は、子どもの権利条約の実施状況に関する日本政府の報告書を

審査し、これまで 1998、2004、2010年と 3回の勧告を出してきました。 

第 3 回目の勧告、2010 年では「前回の勧告の大部分が対応されていない」と指摘され、

貧困の増加の一方で、子どもへの福祉や補助が増えていない点や福祉や学校現場、政策決

定での子どもの意見が考慮されていない点、教育制度が高度に競争主義的であるなど含め、

子どもにかかわる全般にわたってあげられています。 

この子どもに関する行政機関を含めたすべての機関に、子どもの権利条約の普及、徹底

を求めています。県政においても、こういった条約の理念や精神を踏まえて、子どもに関

する施策が展開できるように、努めていただきたいと思いますけれども基本的な姿勢につ

いて知事にお伺いしたいと思います。 

 

吉村知事 

 子どもの権利条約についてでございます。 

 児童の権利に関する条約では、児童の生命の尊重や親子家族との関係、養育や教育の確

保など、行政をはじめすべての機関で、児童の最善の利益が主として考慮されることが必

要であるとされております。 

 私は子どもは社会の宝。未来の希望であるといつも言っております。本県の子どもが健

やかに、心豊かに成長するとともに、県民の誰もが安心して、子どもを産み育てることが

できる環境づくりをすることが、県政の最重要課題だと考えております。 

 このため私は知事に就任しましてから、直ちに子どもの権利を尊重し、その最善の利益

を考慮することを基本理念の一番に掲げた子育て基本条例を制定したところでございます。

合わせましてやまがた子育て応援プランを策定しました。それから子育て応援団も設立し

まして、県をあげて子育て推進施策に取り組んできているところでございます。 

 特に子どもの貧困対策におきましては、生まれ育った環境によって子どもの将来が左右

されることはあってはならないと思っております。貧困の連鎖を食い止め、子どものたち

が夢と希望をもって成長することができる社会の実現に向けて、今年度あらたに山形県子



どもの貧困対策推進計画を策定することとしております。また、県政発展を担い未来を築

く人づくりの基本は教育であると考えております。山形県教育学術文化の振興に関する施

策の大綱を策定したところでございますが、今後とも教育委員会とより連携を密にしなが

ら、知特体が調和したこれからの社会を主体的に生き抜いて行ける子どもたちを育んでい

きたいと考えているところでございます。 

 

渡辺ゆり子委員 

子どもの権利条約の精神・理念を是非、これまでも知事はこういう施策でお話をされた

と思いますので、今後もその精神を踏まえて施策を進めていただきたいと申し上げておき

ます。 

 

４．一斉学力テストは中止すべき 

 

渡辺ゆり子委員 

次に教育に関する問題を取り上げます。全国学力学習状況調査、いわゆる学力テストの

問題です。教育長にここからは伺いたいと思います。 

今年も、国公立小学 6 年生と中学 3 年生の全員を対象にした「悉皆調査」方式で行われ

ました。都道府県の平均点公表はマスコミなどを通じてテスト結果によるランク付けを誘

導し、その動きは市町村や学校を単位とする結果公表にまで広がる動きがあります。この

ことが「ともかく学力テストの点数を上げなければ」との動き、日本の教育の競争的シス

テムにいっそう拍車をかける教育の営みに重大な影響を与えています。県内でも小学生の

保護者からは「先生方が過去問、過去問と言って 5 年生からテストを多くやっている」の

声がきかれます。つまり 6 年生 4 月の一斉学力テスト対策のため、過去の問題をやってい

る意味です。教員の間では「B問をあげろ、B問あげろ」と言われている。つまり応用力を

つける問題の点数をあげろということです。 

学力テストを実施した文部科学省自身が「本調査により測定できるのは学力の特定の一

部分であること、学校における教育活動の一側面に過ぎないことなどを踏まえるとともに」

としているのに、全国一斉学力テストの結果が学力のすべてであるかのように取り扱いが

広がっているのは見過ごせません。ゆがんだ学力観を子どもたちや保護者に持たせ、教職

員は短期間に確実に点数をあげる手立てに重点を置かれる傾向が強まります。 

先ほどの 2010年国連子どもの権利委員会は、日本政府に対し 3回目の勧告として、教育

については「高度に競争主義的な学習環境が就学年齢にある子供の間のいじめ、精神的障

がい、不登校、登校拒否、中退及び自殺に寄与しうることを懸念する」としています。教

育にゆがみをもたらしている現行のような一斉学力テストは中止すべきです。参加すべき

ではありません。県教委は加えて今年度、探求型学習に係る独自の学力調査を小学 5年生、

中学校 2年生を対象に推進協力校で実施し、来年は全校に広げる計画です。 



一斉学力テストで出てきている悪影響がいっそう大きくなることが危惧されます。実施

しないよう求めます。教育長はこれら悪影響をどう認識されているのか合わせて答弁をお

願いします。 

 

菅野教育長 

 全国学力学習状況調査の教育面での影響でございますが、全国学力学習状況調査を学校

教育法では学力を 3 つの要素で決めております。一つは基礎的基本的な知識、技能。二つ

目に知識技能を活用した課題を解決するために、必要な思考力、判断力、表現力。三つ目

に主体的に学習に取り組む態度を評価するということで全国学力学習状況調査が行われて

いるわけでおります 

 学習指導要領の実現状況はどうなのか。それを踏まえまして今後の教育施策や各学校の

授業改善等に活用していこうといった目的で行われているわけであります。 

実施要領では、調査目的の達成のためには保護者や地域住民に対して説明責任を果たす

ことや、序列化や過度な競争が生じないよう教育的な効果や影響等を十分に配慮すること

が大切であるとされておりまして、本県におきましてもその点を十分に配慮しながら取り

組んでいるところであります。このようなことから本調査につきましては、決して過度な

競争につながるものではないと考えています。本県における同調査結果につきましては地

域行事への参加や自尊感情、思いやり、規範意識などの項目において、全国を上回ってい

る一方で、活用する力に求められる問題に改善が必要であるとの課題が明らかになってい

るところでございます。各市町村・各学校がこれの結果を丁寧に分析して、検証する。学

校として、市町村としてどのように取り組んでいくかと合わせて、その結果等について公

表することで保護者や地域と連携した取り組みを展開されて、先ほど申し上げた課題等の

解決につながっていくよう活用している実態にあると考えております。 

また、県の探求型学習については全国的に小中高を通しての取り組みは初めてのもので

ございますので、新たな取り組みにつきましては PDCA サイクルの中で点検しながら取り

組んでいく必要があると、様々な検討を行っているところでございます。 

 

渡辺ゆり子委員 

 学力テストについては様々な施策に反映させていると、目的に合ったような過度な競争

につながらないように配慮してとのお話がありました。先ほど学力は 3 つあるんだと教育

長が答弁されましたけれども、本当に学力テストで測れるのは、文科省も言っているよう

に、教育活動の一部、一側面だと思います。ところが全体的な、とらえ方としては、学力

テストを引き上げるところに皆さんの目が向いていると思います。これは学力が点数であ

らわされる悪影響が広がっているのではないかと、私は心配いたします。先ほど教育長は

答弁をされた点数で表わされるのは、一部であるといったこと。それから、過度の競争に

ならないようにという点については十分に教育現場で、徹底をしていただきたいと思いま



すし、そうならないように国にも、県独自実施についても気を付けていただきたい。私は

中止すべきと思いますけれども、もし調査をする場合でも必要最小限、抽出で毎年多額の

費用をかけて、全国もそうですけれども大体 50億近いといわれています。そのような予算

をかけるよりは現場の教育の充実に私は配分をした方がよほど教育現場のためになるので

はないかと思っています。 

 

５．少人数学級のさらなる充実について 

 

渡辺ゆり子委員 

 少人数学級について取り上げたいと思います。現場では子どもの貧困の増加、発達障が

い児対応と新しい問題も出てきています。学力調査よりも教育充実のための条件整備が重

要ではないかとの現場の声があります。全国に先駆けて県が取り組んだ少人数学級は、全

国の流れになっていますが、文科省や国会でも今後の教育の方向だとしています。今年 6

月 3 日で開かれた衆院文部科学委員会では、教育現場の実態に即した教員定数の充実に関

する決議があげられました。その中ではこれからの時代に応じた新しい教育を実現するた

めに単なる財政面でだけでなく、長期的な我が国の在り方を見通す広い視野を持って教職

員定数の充実に向けて、万全を期すべきとして教職員定数の計画的改善、学級編成基準を

35人に引き下げること。国は未だに 40人です。必要かつ十分な加配教職員が配置できるよ

うになどがあげられています。また、文科大臣も同様の認識を示されています。下村大臣、

馳大臣もそのように認識をされています。県の 6 教振の中でも少人数学級の継続を基本と

した今後の展開、学校の教育課題への対応、教職員配置の充実があげられています。 

 あらためて少人数学級、教職員定数充実の姿勢について確認させていただきたいと思い

ますが、教育長はどう認識をされているでしょうか。 

 

菅野教育長 

 先に学力学習状況調査について、触れさせていただきたいと思います。学力学習状況調

査について分かるのは確かに教育の一面ではありますが、そこで測られる学力も極めて大

切のものだということも間違いない事実であります。公教育である以上、どの市町村どの

学校においても同程度の学力を身に着けることが必要でありますので、それぞれの学校の

子どもたちの状況を見るという意味で意義がある調査だと思っております。 

 つづいて少人数学級編成についてでありますが、教育委員会といたしまして、現在探究

型学習の学習を進めているわけでありますが、ひとりひとりの個性を生かしたきめ細やか

な指導が探求型指導では極めて大切だと思っております。そういう意味で少人数学級編成

は欠くことができない基盤となるものと考えております。教育は人なりと言われておりま

すが、児童生徒一人一人に応じた指導・支援、あるいは授業改善を進めるには、まずは教

員をしっかりと確保することが大前提であると考えております。加えまして、教員が授業



など教育に専念できるようにしていくためには、時間的余裕の確保や人的支援が求められ

チーム学校という視点から、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの

専門的スタッフを配置してきましたし、今後その充実に努めていく必要があると考えてお

ります。 

 そのようなことを踏まえまして、教職員定数改善につきましては、この 6 月の政府施策

等に対する提案の中で、子どもとじっくり向き合うための教職員配置施策の推進を要望し

たところでございますし、7月には全国都道府県教育長協議会等におきましても同様の要望

を行っております。 

 加えまして 11月には、全国知事会といたしましても児童生徒一人一人が抱える課題に応

じた指導を組織的に展開できるように教職員を加配定数拡充を政府に対して要望してきた

ところであります。今後とも教職員定数充実につきまして、関係機関とともに連携しなが

ら強く政府に働きかけてまいりたいと考えております。 

 

渡辺ゆり子委員 

 少人数学級については、国への働きかけ、定数改善。そういったことを引き続きこれま

でもやってきたけれども、やっていくとのお話がありました。 

先ほどの答弁をさらにとのことで追加もされましたけれども、学力はテストで現れるの

は一部だ。それはその通りですけれども学力向上も多くの皆さんの願い、保護者みなさん

も含めて事実だと私も感じております。しかし、総合的に見える測れる学力点数だけでな

くて、それこそ体験を通じた様々な学習であるとか、政府も、県もアクティブラーニング

であるとか或いは探求型学習であるとか、そういったことを言っておりますけれども、充

実するためにも県の、国の少人数学級、現行の１クラス 35人、40人学級ではとても新しい

時代に即応した教育の実現は難しいのではないかとの議論がされています。そこれは共通

のものだと私は感じております。 

現在、県が実施している少人数学級は国の定数改善が進まない中、加配や非常勤教職員、

県単の配置も含めて実施されています。そのために担任外の先生や専科教員が配置されず

に多忙な教職員のひとりひとりの負担がますます重くなっています。また、さんさんプラ

ンとは言いますけれども 1 学年１クラスで 35 ないし 40 人のクラスの多人数のクラスが昨

年小学校で 50 クラス、中学校で 10 クラス前後存在をしています。少人数学級が効果的に

完全に実施されている状態にありません。課題となっています。こういった教育条件の整

備こそすべきことではないでしょうか。国へ教職員定数の改善を求めるとともに県として

も文字通り実態に即した教職員配置をして、少人数学級を効果的に実施できるようにすべ

きと考えますがいかがでしょうか。 

 

菅野教育長 

 先ほど来申し上げておりますけれども、少人数学級につきましては、6教振でも書かして



いただいておりますけれども、小中学校における少人数学級は教育の基本であると考えて

おりまして、多様化、高度化している学校の教育課題に適切に対応するという意味で教職

員の配置の充実には努めているわけでありまして、少人数学級についてはその都度見直し

を行い、効果の見直しを行い配置の在り方、どのように改善していけばいいかは、点検し、

改善を図っていきたいと思います。全体の中でのどれだけ予算的に対応可能かという問題

も合わせて考えていかなければならないので、そういった中で最大の効果をあげられるよ

うに工夫をしてまいりたいと思います。 

 

渡辺ゆり子委員 

 県としても最大の効果があげるようにしていきたい。予算の制限といいますか、そうい

たことがあるけれどもとのお話がありました。予算は国も県もそこは厳しいと思うけれど

も、教育は未来への投資とのことを私も思っておりますし、学力の向上は、点数だけでな

くて、くるめたひとりひとりの子どもたちの力をつけていくためにも教職員の配置が非常

に重要になっていると思います。一例をあげてみます。ここだけでないのですけれども、

例えば、算数の学力をアップさせようと県の話が出ております。その努力を口にされてお

りますけれども、現場の先生に聞きますと算数で一番ひっかるのは 3 年生 4 年生頃なんだ

と、算数が一番難しくなってくるのだとお話をされます。しかし、5、6 年生はテストもあ

るということで、教職員の重点強化の配置もされています。ですけれども、肝心の 3，4年

生は配置されていない状況が現実にはある。私が指摘するとどっかからそこに配置しよう

かとなったりすると、私の本意ではないのです。今の現行の現場が充実できるような配置

を、本当は人口が減っている分、教育現場に充実できるような、そういった配置を国も県

も考えられるわけですけれども、いかんせん、財政という言葉が出てきます。ぜひ財源を

しっかり確保して、そういったところに配置していただいて、山形を担う教育条件の整備

にあたっていただきたいと再度申し上げたいのですが、いかがでしょうか。 

 

菅野教育長 

 国においても現在教職員の定数について様々な議論がなされているわけであります。そ

ういった中で、我々としてできることについてしっかりと進めてまいりたいと思います。

委員の指摘のとおり、算数とか英語とかは積み重ねが大事でありますので、しっかり小学

校の低学年から算数に子どもたちが興味を持たせていただけるように私たちも頑張ってき

たいと思います。 

 

６．放課後こどもクラブ利用料軽減の充実を、子どもの貧困計画に位置づけを 

 

渡辺ゆり子委員 

 次に子どもの生活にかかわる放課後の児童クラブについて取り上げたいと思います。放



課後児童クラブは子どもたちの放課後の生活の場として、仕事子育ての両立支援として欠

かせないもとなっています。国としても制度化して基準を作り、今年度からは子育て新制

度のもとで進められています。適正規模とされる 1か所 40人規模の整備や指導員さん資格

研修、認定研修など、今度は名前も変わるということですが、支援員も含めた処遇改善な

どが多くの課題となっています。県として関係者の方々としっかり協議を重ねながらしっ

かり取り組んでいただきたいと思います。ここで取り上げたいのは、放課後児童クラブの

低所得者世帯への利用料支援についてです。働く親についての欠かせない放課後児童クラ

ブの利用料は、月額約 1 万円前後となっており、低所得者には負担となっていました。県

は 2012 年、平成 24 年度から要望に応えて低所得者世帯へ市町村とともに 1/2 助成を始め

ました。私は全国中でも先進的な取り組みとして、評価するものですが、対象者児童数、

実施市町村、実績額その効果などはどのようになっているでしょうか。子育て推進部長に

お伺いします。 

 

飛塚子育て推進部長 

 放課後児童クラブの利用料負担軽減についてのお問い合わせがありました。放課後児童

クラブは未来を担う子供たちの健やかな育ちを支え、保護者の子育てと仕事の両立を支援

するうえで重要な役割を担っておおります。特に夫婦共働き世帯の割合が全国トップレベ

ルの本県におきましては子どもたちが、放課後に安心して過ごせる場所として子育て家庭

から大きな期待を寄せられていると認識をしております。 

 放課後児童クラブを利用する低所得世帯に対する利用料支援につきましては、委員ご指

摘の通り平成 24年度から県の単独事業として実施しております。要保護世帯、準要保護世

帯の放課後児童クラブを利用している児童一人当たり月額 5000円の上限を設けまして、県

と市町村と支援することによって低所得世帯の利用を軽減することとしております。この

制度の利用実績でございますが平成 24 年度、750 人、平成 25 年度には 1016 人、26 年度

には 1032人と年々増加傾向にございます。 

 また、関係団体の方からお伺いしますとこの事業によりまして、放課後児童クラブを継

続して利用できている世帯が少なくないとのお話も伺いしいているところでございます。 

全国的にはこの事業に取り組んでいるのは、本県を含めまして６県と限られたことになっ

てございます。 

 放課後児童クラブは今年度から施行されました子ども子育て新制度によって、市町村が

主体となって、地域子ども子育て支援事業として明確に位置づけられたところでございま

す。従いまして、こういった利用料負担軽減は保育制度と同様な取り扱いにすべきと考え

ています。また、多子世帯についても保育料軽減も同様な制度にすべきと考えております。 

 全国的に同じ措置が受けられるような新制度に対しての制度設計というものを国に対し

まして、政府に対しまして強く申し上げるべきと考えているところです。 

 県における就学前から就学後のおける県の支援制度全体のなかで議論してまいりたいと



思います。 

 

渡辺ゆり子委員 

 部長から放課後児童クラブの利用料軽減事業、全国でも６県ほどだとお答えがありまし

た。山形県も 24 年度、2012 年からということで非常に喜ばれている制度だと大変評価し

ております。この制度の利用者は、要保護、準要保護世帯との答弁がありましたけれども、

ひとり親家庭も多く含まれています。これまで保育所や幼稚園では低所得支援がありまし

た。部長が答弁されたように、保育料がゼロの方もいます。保育の段階では。ところがで

すね小学校に入学すると、就学援助が学校ではあります。しかし、放課後児童クラブへの

支援制度はありません。本当に手落ちといいますか、国が本当であれば、子どもの貧困対

策と叫ばれているときに、こういった児童に対して保育園と同じような措置を早くすべき

だと思います。経済的には小１の壁と言われています。学童保育の先生方がおっしゃって

いました。保育ではお金がかからないのだけれども学童に入ろうと思うお金がかかってく

ると。現場からはですね、ダブルワークやトリプルワークをしながら子どもを育てている

お母さんが放課後児童クラブを必要としているお母さんが仕事をしながら、県独自の利用

料支援があっても払えないと、退所をする事態もあります。兄弟であればなおさらという

ことがあります。申し込みさえできない人もいるのではないかとの声です。現在子どもの

貧困対策が叫ばれているときにせめて、保育所や学校教育の低所得支援並みに国として実

施するのは当然と考えるものです。先ほど部長から考えるということがありましたけれど

も、先進的に支援している山形県だからこそこういった実態を把握して強力に国に働きか

けをしていただきたい。そのことを強く申し上げたいと思います。 

 また、県としても子育て支援や子どもの貧困対策にしっかりと位置付けて充実すべきと

考えます。例えば、保育園や幼稚園で兄弟割引が普通になっています。例えば市町村やク

ラブ独自でやっていたりするところもあります。県としてそういった支援や、せめて保護

世帯の利用料については無料にする助成であるとか、先進的な山形県であるからこそ、で

きないのかとの思いもあるのですが、部長いかがでしょうか。 

 

飛塚子育て推進部長 

 放課後児童クラブの利用料負担は、低所得の世帯にとっては、大変重くなっているのか

なと考えております。繰り返しになりますが子育ての新制度の中に位置付けられたことが

国全体として子どもの学習・学びを守ることが一つだと思いますので、国の制度として位

置づけられるように今後とも強力に要望してまいりたいと思っております。 

 

渡辺ゆり子委員 

 県としてはどうでしょうか。 

 



飛塚子育て推進部長 

 県としましては、放課後児童クラブ全体の質の改善で、これまでも取り組んでまいりま

した。そちらについては、指導員の資質の向上、障がい児受け入れや小規模のクラブに対

する支援など行うことによって、放課後クラブ全体がすべてのこどもたちに利用していた

だけるような支援を行ってまいりましたので、今後とも利用料の経済的な負担については

国への要望という形で実施させていただきたいと思います。 

 

渡辺ゆり子委員 

 是非、県として貧困計画に位置付けて検討していただきたいと、一刻も早く、この方々

については他の方と同じような支援が必要だと思いますので、最後そこだけ。 

 

飛塚子育て推進部長 

 現在策定作業を進めております子どもの貧困に関する計画の中でもやはり要保護児童と

いうことに対しましても大変、重要な課題だと考えております。その中で検討をさせてい

ただきたいと思います。 

 

渡辺ゆり子委員 

 ありがとうございました。今回の私の質問は終わりますけれども、先ほど知事に最初に

子どもの権利条約について質問をさせていただきました。教育にかかわるものも放課後児

童クラブにかかわるものもすべて含めて、子どもに最善の利益をもたらすような施策とい

う観点から質問をさせていただきました。まだまだ課題が多いと思いますけれども是非、

行政として踏まえてやっていただきたいと思いまして質問を終わらせていただきます。あ

りがとうございました。 

 


